
農地関係工事の１日未満で完了する作業の積算要領 
 

 

（適用条件） 

第１条 本要領は、変更積算にのみ適用する。 

２ 本要領の採用に当たっては、契約期間内に受注者から当該積算の適用についての

請求があった場合に、受発注者間の協議において、作業内容が当該積算基準に該当

すると認められる場合に適用する。 

３ 同一作業員の作業が他工種等の作業との組合せで１日作業となる場合には、当該

積算は適用しない。 

 

（適用範囲） 

第２条 １日未満で完了する作業の積算は、別表に記載の施工パッケージを使用して

積算する工事に限って適用するものとする。 

 

（実施方法） 

第３条 実施方法は、次に掲げるとおりとする。 

（１）発注者は、本要領の適用について、特別仕様書に明示するものとする。 

（２）受注者は、施工パッケージ型積算基準と乖離があった場合に、１日未満積算基

準の適用について、協議の発議を行うことができる。なお、受注者は、協議に当

たって、当該積算基準に該当することを示す書面、その他協議に必要となる根拠

資料（見積書、契約書、請求書等）を提出するものとする。 

（３）発注者は、特別仕様書に明示されていない工事において、受注者から当該積算

の適用についての請求があった場合についても、協議に応じるものとする。 

 

（判定方法） 

第４条 １日未満で完了する作業の判定は、次の方法によるものとする。 

（１）施工パッケージが１つ、かつ条件区分が１つの場合 

x/D ＜１の場合に１日未満で完了する作業とする。 

x：作業量 

D：作業日当り標準作業量 

（２）複数の施工パッケージもしくは条件区分を一連の作業として判定する場合 

Σ（xi/Di ）＜１の場合に１日未満で完了する作業とする。 

xi：各施工パッケージにおける各条件区分の作業量 

Di：各施工パッケージにおける各条件区分の作業日当り標準作業量 

（３）判定に使用する作業量の考え方 

ア 判定に使用する作業量は、施工パッケージ毎の作業量とする。ただし、表の

摘要欄に、関連する施工パッケージを一連の作業として判定する旨の記載があ

るものについては、摘要欄の記載によるものとする。 

イ 一つの施工パッケージで異なる条件区分の作業量がある場合には、一連の作

業として判定する。 

ウ 判定に使用する作業量は、１箇所当りの作業量とする。 

エ 施工範囲の点在範囲が１km を超えるなど、同一施工箇所として取り扱えない

と判断する場合には、別箇所として扱うものとする。 

オ 上記以外は、１工事の全作業量を１箇所当りの作業量とする。 



カ 日々の作業量が受注者の責によらず制約される場合、その他の現場条件等に

より、上記により難い場合は、別途考慮できるものとする。 

 

（積算方法） 

第５条 １日未満で完了する作業の積算は、以下の方法によるものとする。 

（１）施工パッケージが１つ、かつ条件区分が１つの場合 

ア x/D ＜ 1/2 の場合 

機械費及び労務費は、作業量にかかわらず、作業日当り標準作業量の 1/2 の

量を実施した場合の金額を計上する。材料費は、作業量分の金額を計上する。 

イ 1/2 ≦ x/D ＜１の場合 

機械費及び労務費は、作業量にかかわらず、作業日当り標準作業量を実施し

た場合の金額を計上する。材料費は、作業量分の金額を計上する。 

（２）複数の施工パッケージもしくは条件区分を一連の作業として判定する場合 

α×Σ（xi/Di）＝１となるαを計算し、α×xi をそれぞれの施工パッケー

ジや条件区分の修正作業日当り標準作業量 D’iとする。 

ア Σ（xi/Di）＜ 1/2 の場合 

機械費及び労務費は、作業量にかかわらず、それぞれの施工パッケージや条

件区分において、修正作業日当り標準作業量 D’i の 1/2 の量を実施した場合

の金額を計上する。材料費は、それぞれの施工パッケージや条件区分の作業量

分の金額を計上する。 

イ 1/2 ≦ Σ（xi/Di）＜１の場合 

機械費及び労務費は、作業量にかかわらず、それぞれの施工パッケージや条

件区分において、修正作業日当り標準作業量 D’i を実施した場合の金額を計

上する。材料費は、それぞれの施工パッケージや条件区分の作業量分の金額を

計上する。 

（３）端数処理 

ア 作業日当り標準作業量 Dの 1/2 の量は、整数として、小数第１位を四捨五入

する。ただし、作業日当り標準作業量 Dが小数である場合は、四捨五入により、

同じ桁数となるようにする。 

イ αは、小数第２位までとし、小数第３位を四捨五入する。 

ウ 修正作業日当り標準作業量 D’iは、整数とし、小数第１位を四捨五入する。

ただし、各施工パッケージにおける各条件区分の作業日当り標準作業量 Di が

小数である場合は、四捨五入により、同じ桁数となるようにする。 

エ D’i の 1/2 の量は、D’iを計算した上で、１）と同様とする。 

 

附則 

この要領は、令和４年７月１日から施行する。 

  



別表 適用範囲 

工種 施工パッケージ 
単

位 

作業日当たり 

標準作業量 
摘要 

土工 作業土工（床掘工） 床掘り m3 32 ・床掘りは、条件区分で、施工方

法が「上記以外（小規模）」の場

合に限って適用する。 

舗装版破砕積込 

（小規模土工） 

m2 23  

法面整形工 法面整形 m2 各条件による  

共通工 舗装版切断工 舗装版切断 ｍ 各条件による  

舗装版破砕工 舗装版破砕 m2 各条件による  

殻運搬 殻運搬  各条件による  

コ ン ク

リ ー ト

工 

基礎・裏込砕石工 基礎砕石 m2 155 ・基礎砕石、裏込砕石に係る作業

を一連の作業として判定する。 裏込砕石 m3 38 

コンクリート工 コンクリート m3 各条件による ・コンクリートに係る一連の作

業として判定する。 

型枠工 型枠 m2 各条件による ・型枠に係る一連の作業として

判定する。 

フ リ ュ

ー ム 類

据付工 

ボックスカルバー

ト機械据付 

ボックスカルバ

ート機械据付 

ｍ 各条件による  

管 水 路

工 

遠心力鉄筋コンク

リート管（Ｂ形）機

械布設 

遠心力鉄筋コン

クリート管（Ｂ

形）機械布設 

ｍ 各条件による  

道路工 路盤工 不陸整正 m2 1,580 ・不陸整正、下層路盤（車道・路

肩部）、上層路盤（車道・路肩部）

（条件区分で、材料が「粒度調整

砕石」に限る。）に係る一連の作

業として判定する。 

※上層路盤（車道・路肩部）（条

件区分で、材料が「瀝青安定処理」

に限る。）については、アスファ

ルト舗装工の適用による。 

下層路盤 

（車道・路肩部） 

m2 1,110 

上層路盤 

（車道・路肩部） 

m2 瀝青安定処理 

：2,300 

粒度調整砕石 

：1,110 

下層路盤 

（歩道部） 

m2 268 ・下層路盤（歩道部）、上層路盤

（歩道部）に係る一連の作業とし

て判定する。 上層路盤 

（歩道部） 

m2 268 

アスファルト舗装

工 

基層 

（車道・路肩部） 

m2 各条件による ・上層路盤（車道・路肩部）（条

件区分で、材料が「瀝青安定処理」

に限る。）、基層（車道部・路肩部）、

中間層（車道・路肩部）、表層（車

道・路肩部）に係る一連の作業と

して判定する。 

中間層 

（車道・路肩部） 

m2 各条件による 

表層 

（車道・路肩部） 

m2 各条件による 

基層（歩道部） m2 各条件による ・基層（歩道部）、中間層（歩道

部）、表層（歩道部）に係る一連

の作業として判定する。 

中間層（歩道部） m2 各条件による 

表層（歩道部） m2 各条件による 

アスカーブ ｍ 260  

マンホール据付 プレキャストマ

ンホール 

基 2,000kg/基以下:4 

2,000kg/基を超え 

4,000kg/基以下:3 

 

プレキャストＬ型

側溝 

プレキャストＬ

型側溝（製品長

0.6m/個） 

ｍ Ｌ型側溝単体:33 

Ｌ型側溝＋ 

基礎砕石:29 

 

暗渠排水管布設 暗渠排水管 ｍ 各条件による  

フィルター材 m3 36 

 

  



別紙（参考資料） 
 

１ 機械費・労務費及び材料費の積算金額のイメージ 

   
 

２ 計算例 

（１）施工パッケージが１つ、かつ条件区分が１つの場合 

 単位 設計数量 作業日当り標準作業量 

施工パッケージ１ ｍ x1=200 D1=800 

ア 判定 

x1/D1 ＝ 200/800 ＝ 0.25 ＜１ 

従って、この場合は、x/D ＜１なので、作業量が１日未満で完了する数量の作業に

該当する。 

イ 積算 

x1/D1 ＜ 1/2 より 

施工パッケージ１：機械費及び労務費は、D1/2 ＝ 400ｍ分の金額を計上する。 

材料費は、x1 ＝ 200ｍ分の金額を計上する。 

（２）複数の施工パッケージもしくは条件区分を一連の作業として判定する場合 

 単位 設計数量 作業日当り標準作業量 

施工パッケージ１ ｍ x1=200 D1=800 

施工パッケージ２ m2 x2=100 D2=300 

施工パッケージ３ m3 x3=  5 D3= 50 

ア 判定 

Σ（xi/Di）＝ x1/D1＋x2/D2＋x3/D3 ＝ 200/800＋100/300＋5/50 ＝ 0.68 ＜１ 

従って、この場合は、Σ（xi/Di）＜１なので、作業量が１日未満で完了する数量の

作業に該当する。 

イ 積算 

α×Σ（xi/Di）＝ α×（ 200/800＋100/300＋5/50 ）＝１となる α を計算する。 

α＝1.463･･･＝1.46 

修正作業日当り標準作業量 

施工パッケージ１ D’1 ＝ α×x1 ＝ 1.46 × 200 ＝ 292 

施工パッケージ２ D’2 ＝ α×x2 ＝ 1.46 × 100 ＝ 146 

施工パッケージ３ D’3 ＝ α×x3 ＝ 1.46 ×   5 ＝ 7.3 ＝ 7 

1/2 ≦ Σ（xi/Di）＝ 0.68 ＜１より 

施工パッケージ１：機械費及び労務費は、D’1 ＝ 292ｍ分の金額を計上する。 

材料費は、x1 ＝ 200ｍ分の金額を計上する。 

施工パッケージ２：機械費及び労務費は、D’2 ＝ 146ｍ分の金額を計上する。 

材料費は、x2 ＝ 100m2 分の金額を計上する。 

施工パッケージ３：機械費及び労務費は、D’3 ＝   7m3 分の金額を計上する。 

材料費は、x3 ＝ 5m3 分の金額を計上する。 


